
新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，市内への企業立地による雇用機会の増大に向け，良質で快適な企業活動を

営むことができる高機能なオフィスビルの建設を促進するため，予算の定めるところにより，

当該ビルの所有者に対し，新潟市スマートビル建設促進補助金（以下「補助金」という。）を交

付するものとし，その交付については，新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１

９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところによる。 

（１）特定地域 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第３項に基づき，都

市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域を定める政令（平成１４年政令第２５７

号）第１条で定める新潟都心地域をいう。 

（２）オフィスビル 賃貸用業務施設を用途に含む建築物をいう。 

（３）賃貸用業務施設 事務所，営業所，シェアオフィス等，研究所その他これらに類するも

の及びこれらに付随した関連施設として賃貸することを目的とした施設をいう。 

（４）シェアオフィス等 シェアオフィス，レンタルオフィス又はコワーキングスペース等，

複数の企業や個人から利用料を徴し，事務スペースや会議室，什器等設備など共同で使用す

る部分を含むオフィス環境を提供する施設をいう。 

（５）共用部分 オフィスビルのうち建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９

号）第２条第４項に規定する共用部分をいう。 

（６）賃貸用オフィス部分 オフィスビルのうち，共用部分を除き，賃貸用業務施設の用途に

供する部分をいう。 

（７）床面積 建築基準法施行令（昭和２５年政令３３８号）第２条第１項第３号に規定する

床面積をいう。 

（８）新築 建築物が現存していない敷地に，各種関連法令において適法なオフィスビルを建

設することをいう。ただし，一体の事業計画の中で，特定地域における別の敷地にあるオフ

ィスビルの廃止又は縮小を伴う場合は，建替とみなす。 

（９）建替 敷地内に現存している建築物（解体中のものも含む。）を除去した上で，各種関連

法令において適法なオフィスビルを建設することをいう。 

（１０）建替前の建築物 建替において除去した建築物及び一体の事業計画の中で，特定地域

における別の敷地にあるオフィスビルの廃止又は縮小を伴う場合に廃止又は縮小したオフィ

スビルをいう。 

（１１）基準階 オフィスビルにおいて，最も一般的にレイアウトされた代表的な平面を持つ

階のことをいう。 

（補助対象ビル） 

第３条 補助の対象となるビル（以下「対象ビル」という。）は，次の各号のいずれにも該当し，

本要綱の目的に合致すると市長が認めるものとする。 

 （１）特定地域内において，新築又は建替により建設する建築物であること。 



 （２）別表第１に掲げる指定又は交付要件を満たすものであること。 

 （３）ビル内で行われる業務が，別表第２で掲げるものでないこと。 

 （４）工事契約締結日から，５年以内に竣工するものであること。 

 （５）その他法令に違反していないこと。 

２ 同一の建築計画に基づき新築又は建替により整備される複数棟のオフィスビルがある場合は，

当該複数棟のオフィスビルを一つの対象ビルとみなす。 

（補助対象事業者） 

第４条 補助の対象となる事業者（以下「補助対象事業者」という。）は，前条に定める対象ビル

を新築又は建替し，賃貸により入居者に使用する権利を提供する事業を行い，対象ビルの家屋，

償却資産の固定資産税の納税義務者となる者で，次の各号のいずれにも該当すると市長が認め

るものとする。 

（１）市税を滞納していないこと。 

（２）国，地方公共団体又はこれらの出資による法人でないこと。 

（３）別表第２に掲げる事業を営むものでないこと。 

（４）その他法令に違反していないこと。 

 （補助金の額等） 

第５条 指定又は交付要件，補助金の額及び限度額は別表第１のとおりとする。 

２ 前項における償却資産は，地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８３条に規定する償

却資産の種類が，構築物，建物付属設備又は機械及び装置に区分されるものをいう。ただし，

外構設備など家屋と構造上一体でない構築物，広告塔など家屋の効用を高めるものでない構築

物，及び賃貸用業務施設以外の用途に専用される構築物は除く。 

３ 対象ビルの賃貸用オフィス部分に対し，国，地方公共団体又は公共的団体の補助金，助成金

その他これらに類するもの（以下「国等の補助金」という。）が交付された場合は，国等の補助

金のうち賃貸用オフィス部分に対する補助額に相当する金額を第１項で算出した補助金の額か

ら差し引くものとする。 

４ 一の対象ビルに対し，補助対象事業者が複数存在する場合は，前各項のとおり対象ビルに対

する補助額を算出した後，各補助対象事業者の補助金額を次に掲げる比率に応じて算出する。 

 （１）共有名義の場合 建物の登記事項証明書に記載されている持分比率 

 （２）区分所有の場合 賃貸用オフィス部分の所有床面積比率 

（補助金の指定申請） 

第６条 補助金の交付指定を受けようとする補助対象事業者は，対象ビルの建設計画について，

補助金交付指定申請書（別記様式第１号）に別表第３に掲げる提出書類その他市長が必要と認

める書類を添付して，同表に定める申請期限内に市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の指定に係る申請の対象である事業の内容により必要がないと認める場合は，

前項に定める書類の全部又は一部を省略させることができる。 

３ 一の対象ビルに対し，補助金の交付指定を受けようとする補助対象事業者が複数いる場合，

複数の補助対象事業者は，第１項に規定する書類を同時に提出しなければならない。 

 （指定の通知） 

第７条 市長は，前条の申請書を受理した場合は，これを審査し，適当と認めるときは補助金の



交付の指定を行い，補助金交付指定通知書（別記様式第２号）により，当該事業者に通知する

ものとする。 

２ 市長は，前項の場合において，補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるとき

は，これに公害防止に関する事項その他条件を付することができる。 

 （指定対象事業の変更） 

第８条 補助金の交付指定を受けた補助対象事業者（以下「指定事業者」という。）は，交付指定

を受けた日から，対象ビルの固定資産税が最初に賦課されるまでの間に，補助金の交付の指定

対象となった事業（以下「指定対象事業」という。）の内容を変更（軽微なものを除く）すると

きは，あらかじめ指定対象事業変更承認申請書（別記様式第３号）その他市長が必要と認める

書類を添付して，市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の申請書を受理したときは，これを審査し，指定を継続することが適当と認め

るときは，指定対象事業変更承認通知書（別記様式第４号）により，当該事業者に通知するも

のとする。 

３ 一の対象ビルに対し，指定事業者が複数いる場合，複数の指定事業者は，第１項に規定する

書類を同時に提出しなければならない。 

４ 第１項に規定により市長が定める軽微なものとは，補助事業を実質的に変更するものではな

く，その細部を変更するものをいう。 

 （補助金の交付申請） 

第９条 補助金の交付申請をしようとする指定事業者は，補助金交付申請書兼実績報告書（別記

様式第５号）に別表第３に掲げる提出書類その他市長が必要と認める書類を添付して，同表に

定める申請期間内に市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の交付に係る申請の対象である事業の内容により必要がないと認める場合は，

前項に定める書類の全部又は一部を省略させることができる。 

３ 一の対象ビルに対し，補助金の交付申請をしようとする指定事業者が複数いる場合，複数の

指定事業者は，第１項に規定する書類を同時に提出しなければならない。 

 （補助金の交付） 

第１０条 市長は，前条の申請があった場合は，これを審査し，補助金を交付することを適当と

認めるときは，予算の範囲内において補助金の額を確定し，その旨を補助金交付決定及び確定

通知書（別記様式第６号）により当該指定事業者に通知した後，これを交付する。 

（補助金の交付の指定の取消し等） 

第１１条 市長は，指定事業者が，別表第４に規定する事由のいずれかに該当する場合は，その

指定を取り消し，若しくは補助金の交付を停止し，又は既に交付した補助金の全部又は一部を

返還させることができる。ただし，別表第４に規定するいずれかの事由に該当する場合であっ

ても，当該事由が指定事業者の責めに帰さない場合にあっては，既に交付した補助金の全部又

は一部の返還をさせないものとすることができる。 

２ 前項のうち，既に交付した補助金の全部又は一部を返還させる場合は，別表第４の左欄に掲

げる事由に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げる返還額の計算式に基づき返還させるものとする。 

３ 市長は，指定事業者が，第１項に該当する場合は，指定取消等通知書（別記様式第７号）に

より，当該指定事業者に通知するものとする。 



 （補助金の交付を受けた事業者の義務） 

第１２条 補助金の交付を受けた事業者は，別表第１に掲げる指定又は交付要件の（１）基本要

件⑧で規定する継続期間において，毎年，第１０条の通知日が属する月内に，事業の状況を，

事業状況報告書に必要な書類を添えて市長に報告しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けた事業者は，補助金の対象となった家屋及び償却資産について，最初に

賦課された年の固定資産税に遡って変更があった場合や，交付された国等の補助金に変更があ

った場合，必要な書類を添えて，市長に届け出なければならない。 

３ 指定事業者が，指定対象事業を休止し，又は廃止するときは，あらかじめ指定対象事業（休

止・廃止）届（別記様式第８号）その他市長が必要と認める書類を添付して，市長に提出しな

ければならない。 

 （報告又は調査） 

第１３条 市長は，補助金の交付に関し必要がある場合は，指定事業者に対し，報告を求め，又

は当該職員をして調査させることができる。 

 （地位の承継） 

第１４条 指定事業者が，指定対象事業を譲渡する場合は，当該事業の譲受人は，市長の承認を

得て，指定事業者の地位を承継することができる。 

２ 指定事業者について相続，合併又は分割（それぞれの指定対象事業を承継させるものに限る。

以下同じ。）があったときは，相続人（相続人が２人以上ある場合において，その全員の同意に

より当該事業を承継すべき相続人を選定したときは，その者），合併後存続する法人若しくは合

併により設立された法人又は分割により当該事業を継承した法人は，市長の承認を得て，指定

事業者の地位を承継することができる。 

３ 前２項の規定により指定事業者の地位を承継しようとする者は，あらかじめ指定事業承継承

認申請書（別記様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は，前項の申請があった場合は，これを審査し，指定を継続することが適当と認めると

きは，指定継続承認通知書（別記様式第１０号）により当該事業者に通知するものとする。 

 （情報の公表） 

第１５条 市長は，指定事業者に係る次に掲げる事項について公表できるものとする。ただし，

市長が特に認める場合は，この限りではない。 

 （１）補助対象事業者名，対象ビル名。 

 （２）当該補助金の交付対象として指定し，又は補助金を交付したこと。 

 （３）対象ビルが賃貸用業務施設として事業を開始した時期。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は，令和９年３月３１日限り，その効力を失う。ただし，同日以前に第７条第１項



の規定による指定を受けた者に対するこの要綱の規定の適用については，この要綱の失効後も，

なおその効力を有する。 

附 則 

この要綱は，令和５年４月１日から施行する。 

 

  



別表第１（第３条，第５条関係） 

指定又は交付要件 補助金の額及び限度額 

以下の（１）及び（２）に掲げる要件を満たすこと。 

（１）基本要件（①～⑧全て満たすこと。） 

①用途が建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）上の事

務所であること。 

②基準階において，賃貸用オフィス部分の床面積が６６０

㎡以上であること。 

③天井高さが２，７００ｍｍ以上であること。 

④床の高さが１００ｍｍ以上のＯＡフロアであること。 

⑤対象ビルを建替により整備する場合は，賃貸用オフィス

部分の床面積の合計が建替前の建築物の賃貸用オフィス

部分の床面積の合計を下回らないこと。 

⑥賃貸用オフィス部分の床面積の合計が対象ビル全体の

延床面積の２分の１以上であること又は賃貸用オフィス

部分の床面積の合計が１，５００㎡以上あること。 

⑦新潟市内に事業所を有しておらず，新たに事業所を設置

する企業等又は新潟市内に事業所を有しており新潟市内

において事業所を当該対象ビルを賃借する以前に賃借し

ていた賃貸用オフィス部分の床面積を超える賃貸用オフ

ィス部分の床面積を賃借する企業等１社以上（対象ビル内

に設けたシェアオフィス等を利用する企業等は除く）に，

対象ビルに関して家屋及び償却資産の固定資産税が最初

に賦課された日から，１年以内に賃貸用オフィス部分を賃

貸すること。 

⑧補助金の交付を受けた初年度から起算して１０年度間，

当該対象ビルにおいて補助金の交付対象となった賃貸用

オフィス部分を，継続して賃貸用業務施設の用途に供する

こと。 

（２）選択要件（①～⑦のうち３つ以上を満たすこと。） 

①オフィスビルの共用部に休憩室や仮眠室，パウダールー

ム等を設けること。 

②賃貸用オフィス部分を賃借する企業等のニーズに応じ

た柔軟な区割りが可能な天井構造を設けること。 

③セキュリティシステムを設けること。 

④賃貸用オフィス部分を賃借する企業等用非常電源設備

設置スペースを設けること。 

⑤シェアオフィス等を設けること。 

対象ビルの賃貸用オフィス部分の

床面積に応じた家屋及び償却資産

の固定資産税課税標準額の２０パ

ーセント以内の額（その額に千円

未満の端数があるときはこれを切

り捨てた額）とし，１０億円を限

度額とする。 



⑥エネルギー効率の高い空調など環境への負担を軽減す

る設備を設けること。 

⑦新潟市建築環境総合性能評価制度（ＣＡＳＢＥＥ新潟）

による環境総合性能評価がランクＡ以上であること。 

備考 

１ 表中の指定又は交付要件における賃貸用オフィス部分の床面積は，補助対象事業者が貸主

となるものに限り，補助対象事業者自らがシェアオフィス等を設置する場合，その用途に供

する床面積は除外する。 

２ 表中の「企業等」とは，次のいずれかに該当するものをいう。 

（１）会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する，株式会社，合名会社，合資会社，合同会

社及び外国会社 

（２）中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に規定する事業協同組合及び事業

協同小組合 

（３）中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に規定する，協業組合 

（４）会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）に規定

する，有限会社 

（５）弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に規定する，弁護士法人 

（６）司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）に規定する，司法書士法人 

（７）行政書士法（昭和２６年法律第４号）に規定する，行政書士法人 

（８）土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）に規定する，土地家屋調査士法人 

（９）弁理士法（平成１２年法律第４９号）に規定する，特定業務法人 

（１０）公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）に規定する，監査法人 

（１１）税理士法（昭和２６年法律第２３７号）に規定する，税理士法人 

（１２）社会保険労務士法（昭和４３年法律第８９号）に規定する，社会保険労務士法人 

 

別表第２（第３条，第４条関係） 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

第１項第４号若しくは第５号に規定する風俗営業，同条第５項に規定する性風俗関連特殊営

業並びにこれらに類似するもの 

２ 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業

分類に掲げる貸金業 

３ 政治活動又は宗教活動に関するもの 

４ 法律で禁止されている商品，無許可商品又は粗悪品などの不適切な商品若しくはサービス

を提供するもの 

５ 青少年保護及び健全育成の観点から適切ではないもの 

６ 事業内容又は責任の所在が不明確なもの 

７ 法令に違反するもの又はそのおそれがあるもの 

８ 公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの 



 

別表第３（第６条，第９条関係） 
指定申請 交付申請 

申請期限 提出書類 申請期間 提出書類 
対 象 ビ ル

建 設 工 事

の 契 約 締

結 を 行 う

６ カ 月 前

か ら 前 日

までの間 

（１）事業計画書（別記様式第１

１号） 
（２）対象ビルの平面図（案），立

面図（案），求積表（案） 
（３）建設工事請負契約書の案

（写し） 
（４）建替の場合は，建替前の建

築物の登記事項証明書，平面

図，立面図，求積表，用途を証

する書類 
（５）法人の登記事項証明書又は

住民票の写し 
（６）最新の決算書（写し）又は

確定申告書（写し） 
（７）市税の納税証明書 
（８）暴力団等の排除に関する誓

約書兼同意書 

対 象 ビ ル

の 家 屋 及

び 償 却 資

産 の 固 定

資 産 税 が

最 初 に 賦

課 さ れ た

年 の ４ 月

１ 日 か ら

翌 年 ３ 月

３ １ 日 ま

での間 

（１）建設工事請負契約書（写し） 
（２）工事費の請求書及び支払い

を証する書類（写し） 
（３）建設工事の完了を明らかに

する書類 
（４）建築基準法第６条第１項の

規定に基づく建築確認済証及

び第７条第５項の規定に基づ

く検査済証の写し 
（５）対象ビルの平面図，立面図，

求積表 
（６）対象ビル（建物）の登記事

項証明書 
（７）区分所有の場合，所有面積

比率を明らかにする書類 
（８）国等の補助金を受けた場

合，その金額及び補助対象範囲

を明らかにする書類 
（９）選択要件を満たしたことを

示す書類 
（１０）対象ビルの家屋及び償却

資産に係る固定資産税の課税

初年度における課税標準額を

明らかにする書類 
（１１）前号の償却資産の内訳を

明らかにする書類 
（１２）賃貸用オフィス部分に係

る賃貸借契約書の写し及び用

途を証する書類 
（１３）市税の納税証明書 

備考 
 １ 表中の指定申請に掲げる必要な提出書類のうち，第１号から第４号までの書類については，

対象ビルにつき１部提出すればよい。 
 ２ 表中の交付申請に掲げる必要な提出書類のうち，第１号から第９号までの書類については，



対象ビルにつき１部提出すればよい。 
 
別表第４（第１１条関係） 

事由 返還額の計算式 
（１）偽りその他不正の手段によ

り交付の決定を受けたとき。 

（２）正当な理由なく規則第１２

条又は規則第１５条第１項の

規定による市長の指示に従わ

なかったとき。 

（３）正当な理由なく事業の施行

を著しく遅延させたとき。 

（４）市税の納付を怠ったとき。 

（５）その他事業の施行に関し，

法令及び例規の規定に違反し

たとき。 

補助金額×１００％ 

補助金の交付指定の内容又はこ

れに付した条件に違反したとき。 
補助金額×（違反した賃貸用オフィス部分／全体の賃貸用

オフィス部分）×［（１０年間－経過月数）／１０年間］ 
  



別記様式第１号（第６条関係） 
 

  年  月  日 
 
（宛先）新潟市長 
 

所 在 地           
 

申請者  名  称           
 

代表者名           
 
 

補助金交付指定申請書 
 
 

新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づく補助金交付の指定を

受けたいので，関係書類を添えて申請します。 
  



別記様式第２号（第７条関係） 
 

第     号 
  年  月  日 

 
          様 
 

新潟市長           
（担当           ） 

 
 

補助金交付指定通知書 
 
 

年  月  日付けで申請のあった新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第６条

第１項の規定による指定申請について，同要綱第７条第１項の規定により下記のとおり指定しま

したので通知します。 
 

指 定 年 月 日 年   月   日 

指 定 番 号 第       号 

 
指 定 事 項 

 

 
（※） 指定条件 
  



別記様式第３号（第８条関係） 
 

  年  月  日 
 
（宛先）新潟市長 
 

所 在 地           
 

申請者  名  称           
 

代表者名           
 

 
 

指定対象事業変更承認申請書 
 
 

指定対象事業の内容等を変更したいので，新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第８条

第１項の規定により次のとおり申請します。 
 

指定年月日 
指定番号 

年   月   日   第     号 

変更年月日        年   月   日 

変更事項  

変更理由  

 
  



別記様式第４号（第８条関係） 
 

第     号 
  年  月  日 

 
          様 
 

新潟市長           
（担当           ） 

 
 

指定対象事業変更承認通知書 
 
 

年  月  日付けで申請のあった新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第８条

第１項の規定による指定対象事業変更承認申請について，同条第２項の規定により下記のとおり

承認しましたので通知します。 
 

指定年月日 
指定番号 

年   月   日   第     号 

変更年月日        年   月   日 

変更事項  

 
  



別記様式第５号（第９条関係） 
 

  年  月  日 
 
（宛先）新潟市長 
 

所 在 地           
 

申請者  名  称           
 

代表者名           
 

 
 

補助金交付申請書兼実績報告書 
 
 

新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づく補助金の交付を受け

たいので，関係書類を添えて申請します。 
 

指 定 年 月 日 
指 定 番 号 

年   月   日   第     号 

交 付 申 請 
補 助 金 

補 助 金 の 名 称 交 付 申 請 額 

  

（注） 交付申請額に千円未満の端数がある場合は，これを切り捨てて記入してください。 
  



別記様式第６号（第１０条関係） 
 

第     号 
  年  月  日 

 
          様 
 

新潟市長           
（担当           ） 

 
 

補助金交付決定及び確定通知書 
 
 

年  月  日付けで補助金交付申請兼実績報告のあった新潟市スマートビル建設促進

補助金ついて，新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第１０条の規定により，下記のとお

り額を確定しましたので通知します。 
 

補 助 金 の 名 称 新潟市スマートビル建設促進補助金 

指 定 年 月 日 
指 定 番 号 

年   月   日   第     号 

交付決定額及び確定額  

 
  



別記様式第７号（第１１条関係） 
 

第     号 
  年  月  日 

 
          様 
 

新潟市長           
（担当           ） 

 
 

指定取消等通知書 
 
 

新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第１１条の規定に基づき，下記の処分をしたので

通知します。 
 

指 定 年 月 日 
指 定 番 号 

年   月   日   第     号 

指 定 取 消 
年 月 日 

年   月   日    

交 付 停 止 
年 月 日 

年   月   日    

処分該当条項  

処 分 事 項  

取 消 理 由  

 
  



別記様式第８号（第１２条関係） 
 

  年  月  日 
 
（宛先）新潟市長 
 

所 在 地           
 

申請者  名  称           
 

代表者名           
 

 
 

指定対象事業（休止・廃止）届 
 
 

指定対象事業を（休止・廃止）したいので，新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第１

２条第３項の規定により次のとおり届出します。 
 

指定年月日 
指定番号 

年   月   日   第     号 

休止・廃止 
年月日 

       年   月   日 

休止・廃止の 
理由 

 

今後の見通し  

 
  



別記様式第９号（第１４条関係） 
 

  年  月  日 
 
（宛先）新潟市長 
 

所 在 地           
 

申請者  名  称           
 

代表者名           
 

 
 

指定事業承継承認申請書 
 
 

下記のとおり新潟市スマートビル建設促進補助金の交付の指定を受けた者としての地位を承継

したいので，新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第１４条第３項の規定により，関係書

類を添えて申請します。 
 

指 定 年 月 日 
指 定 番 号 

年   月   日   第     号 

指 定 事 業 者 
名 称  

所在地  

承 継 事 業 者 
名 称  

所在地  

承 継 
年月日  

事 由  

添付書類 
 １ 補助金の交付の指定を受けた事業の譲受人にあっては，当該事業の譲渡を証する書類 
 ２ 相続人にあっては，戸籍謄本（相続人が２名以上ある場合において，その全員の同意によ

り補助金の交付の指定を受けた者の地位を承継すべき相続人として選定されたものにあって

は，戸籍謄本及びその全員の同意書 
 ３ 合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により事業を承継した法

人にあっては，当該法人の登記事項証明書 



別記様式第１０号（第１４条関係） 
 

第     号 
  年  月  日 

 
          様 
 

新潟市長           
（担当           ） 

 
 

指定継続承認通知書 
 
 

年  月  日付けで申請のあった新潟市スマートビル建設促進補助金交付要綱第１４

条第３項の規定による承認申請について，同条第４項の規定により，下記のとおり承認しました

ので通知します。 
 

指 定 年 月 日 
指 定 番 号 

年   月   日   第     号 

承 継 前 
指 定 事 業 者 

名 称  

所在地  

承 継 後 
指 定 事 業 者 

名 称  

所在地  

承 継 
年月日  

事 由  

  



別記様式第１１号（別表第３関係） 
 

事業計画書 
 
１ 補助対象事業者の概要 

申 請 者  

代表者名  

所 在 地  

国等の補助金の利用 
□ 利用する 
□ 利用しない 

国，地方公共団体又はこれらの

出資による法人ではない 
□ はい 
□ いいえ 

市税の未納状況 
□ 有  
□ 無 

別表第 2 に掲げる事業を営む

者ではない 
□ はい 
□ いいえ 

担当者の連絡先 
役職  氏 名  

電話  メール  

 
 
２ 対象ビルの概要 

所 在 地  

用途地域  

ビル区分 
□ 新築 
□ 建替 

ビル内で行う業務が別表 
第 2 で掲げるものではない 

□ はい 
□ いいえ 

工事契約締結予定日  竣工予定日  

都市再生特別措置法第 36 条の規定による 
都市計画制度の活用の有無（見込み含む） 

□ 有    □ 無 

 
  



３ ビルの整備計画 

 新たなビル（建替後） 現況（建替前） 

敷地面積 ㎡  ㎡  

延床面積 ㎡  ㎡  

建築面積 ㎡  ㎡  

建ぺい率 ％  ％  

容 積 率 ％  ％  

基準階の賃貸用 
オフィス部分の床面積 

㎡  ㎡  

賃貸用オフィス部分の

床面積の合計 
㎡  ㎡  

賃貸用オフィス部分の

床面積の合計/ビル全体

の延床面積 
％  ％  

天井の高さ ｍｍ  ｍｍ  

OA 床の高さ ｍｍ  ｍｍ  

賃貸用オフィス部分 
への進出企業見込み数 

 社  社  

賃貸用オフィス部分の 
建築基準法上の用途 

□ 事務所   □ 事務所以外 

補助金交付を受けた初

年度から 10 年度間，当

該ビルにおいて継続し

て賃貸用業務施設の用

に供するか 

 □ はい    □ いいえ 

 
  



４ 選択要件の内容 

☐  ①オフィスビルの共用部に休憩室や仮眠室，パウダールーム等を設ける 

☐  ②賃貸用オフィス部分を賃貸する企業等のニーズに応じた柔軟な区割りが可能な天井 
構造を設ける 

☐  ③セキュリティシステムを設ける 

☐  ④賃貸用オフィス部分を賃借する企業等用非常電源設備設置スペースを設ける 

☐  ⑤シェアオフィス等を設ける 

☐  ⑥エネルギー効率の高い空調など環境への負担を軽減する設備を設ける 

☐  ⑦新潟市建築環境総合性能評価制度（ＣＡＳＢＥＥ新潟）による環境総合性能評価が 
ランク A 以上である 

 
 

５ 権利関係 

新たなビル（建替後） 現況（建替前） 

氏 名 所在地 
権利の

種類 
氏 名 所在地 

権利の

種類 

      

      

      

      

      

      

      

      

（注）事業のため，事前に譲渡が行われた場合はその旨を明記すること。 
（注）権利形態の状況が複雑な場合，モデル図式等により分かりやすく示すこと。 
  



６ 資金計画 
（１）支出予算表                            （単位：千円） 

項目 金額 内訳 

調査設計計画費    

土地整備費   

補償費   

工事費   

 専有部整備費   

 共用部整備費   

 その他   

その他   

合計   

 
 
（２）収入予算表                            （単位：千円） 

項目 金額 内訳 

自己資金    

借入金   

その他 
（    ） 

  

合計   

 
 


